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第１章 計画の策定にあたって 

１．計画策定の趣旨と背景  

わが国の高齢者人口（65 歳以上の人口）は 1950 年以降増加傾向にあり、高齢化率は 2025

年（令和７年）10月（人口推計・総務省統計局）では 29.4％となっています。また、2025年

（令和７年）にはいわゆる団塊世代が 75 歳以上となり、今後も高齢化率は上昇を続け、2070

年（令和 52年）には国民の約 2.6人に１人が 65 歳以上、約４人に１人が 75歳以上となる社

会が到来すると見込まれています。全国でみれば、65 歳以上人口は 2043 年（令和 25 年）ま

で増加傾向が続き、その後は減少に転じるものの、高齢化率は引き続き上昇する見込みです。

加えて、要介護認定率や介護給付費が高まる 85 歳以上人口の増加により、医療・介護双方の

ニーズが一層高まることが見込まれます。 

一方で、急激に高齢化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを越える地域もあるなど、

人口構成の変化や介護ニーズ等の動向は地域ごとに異なります。こうした地域ごとの中長期

的な人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地

域の実情に応じて、地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性

の向上、医療と介護の連携強化を図るための具体的な取組み内容や目標を、優先順位を検討し

た上で、介護保険事業計画に定めることが重要です。 

また、認知症施策については、2024年（令和６年）１月に「共生社会の実現を推進するため

の認知症基本法」が施行され、2024 年（令和６年）12 月には「認知症施策推進基本計画」が

閣議決定されました。認知症の人を含めた一人ひとりが、その個性と能力を十分に発揮し、相

互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する社会の実現に向け、地域の実情に応じ

た認知症施策を総合的かつ計画的に推進していくことが求められています。 

本市では、令和６年３月に策定した「あんしん元気生き生きプラン 2024 第９期富士見市高

齢者保健福祉計画」において、基本理念である「住み慣れた地域で、いつまでも生きいきと生

活できる支えあいのまち」の実現に向け、地域括ケアシステムの深化・推進に向けた施策及び

事業を積極的に展開してきました。このたび計画期間が満了することから、国の第 10 期計画

の基本指針や認知症施策推進基本計画等を踏まえ、令和９年度から令和 11 年度までの３年間

を計画期間とする「あんしん元気生き生きプラン 2027 第 10期富士見市高齢者保健福祉計画」

（以下「本計画」という。）を策定します。 
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◆国の第 10期介護保険制度の見直し（案）◆ 

国は、介護保険制度の見直しに向け、「介護保険制度の見直しに関する意見」（社会保障審議

会介護保険部会 令和７年 12月 25 日）を取りまとめました。意見書の中では、今回の制度見

直しは、次の３点を目指すものとあります。 

〇2040年に向けて、「時間軸」・「地域軸」の両視点から、地域における人口減少・サービス需

要の変化に応じ、全国を「中山間・人口減少地域」、「大都市部」、「一般市等」と主に３つの

地域に分類して、テクノロジー等も活用し、その地域の状況に応じたサービス提供体制や支

援体制を構築すること 

〇頼れる身寄りがいない高齢者等や複合的な課題を抱える世帯の増加等が見込まれる中、高

齢者が抱える複雑化・複合化した課題を地域で受け止め、関係者が専門性を十分に発揮しな

がら地域課題の実効的な解決につながる取組を推進すること 

〇一層の高齢化の進展に伴い介護給付費の急増が見込まれる一方、サービスの担い手である

現役世代が急減していくという非常に厳しいフェーズに対応し、介護保険制度の財政的な

持続可能性に加え、足下の介護人材確保と介護現場の生産性向上による職場環境改善、経営

改善支援、多様なニーズに対応した介護基盤の整備によりサービスの質の確保や基盤整備、

職員の負担軽減を図り、サービス提供の持続可能性を高めること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現時点の状況 
国基本指針が提示次第、再更新予定 
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資料：社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和７年 12 月 25 日）より 
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◆第 10期介護保険事業（支援）計画の基本指針に盛り込むことが考えられる主な事項のイメ

ージ◆ 

国では、第 10 期介護保険事業計画の基本指針について、次のような主な事項のイメージを

示し、議論を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会保障審議会介護保険部会（第 134 回）資料（令和８年３月９日）より 

  

現時点の状況 
国基本指針が提示次第、再更新予定 
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◆認知症基本法・認知症施策推進計画の概要◆ 

国では、令和５年に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が成立し、令和６年

12 月に認知症施策推進基本計画が閣議決定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会保障審議会介護保険部会（第 134 回）資料（令和８年３月９日）より  
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２．計画の性格と位置付け  

（１） 根拠法令等 

高齢者福祉計画は、老人福祉法第 20 条の８の規定による市町村老人福祉計画で、本市にお

いて確保すべき高齢者福祉事業の量の目標を定め、供給体制の確保を図るものです。 

介護保険事業計画は、介護保険法第 117条の規定による市町村介護保険事業計画で、本市に

おける要介護者等の人数、要介護者のサービスの利用意向等を勘案し、必要なサービス量を見

込み、介護サービスを提供する体制を確保する等、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施

に資することを目的としたものです。 

認知症施策推進計画は、共生社会の実現を推進するための認知症基本法第 13 条の規定によ

る市町村認知症施策推進計画で、本市における認知症の人の状況、認知症の人及び家族等の意

向、地域における支援体制等を勘案し、認知症施策を総合的かつ計画的に推進することを目的

としたものです。 

なお、高齢者福祉計画と介護保険事業計画は、相互に密接な関連性を有することから、一体

のものとして作成することとされています。また、認知症施策推進計画については、これらの

計画における認知症施策に関連する事項との調和を保つことが求められていることから、本

計画に包含し、一体的に策定します。 
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（２） 関連計画との関係 

本計画は「富士見市第６次基本構想・第２期基本計画」、「第４次富士見市地域福祉計画」を

上位計画とする福祉分野の計画であり、「富士見市健康増進計画･食育推進計画・歯科口腔保健

推進計画」、「富士見市障がい者支援計画」等本市が策定する他の関連計画及び各課の事業との

整合・調和・連携を図って策定しています。 

また、埼玉県が策定する「埼玉県高齢者支援計画」、「埼玉県地域保健医療計画」との整合を

図って策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 計画の期間 

本計画の期間は、令和９年度から令和 11年度までの３年間です。 

また、本計画は現役世代が急減し、高齢者人口がピークを迎える令和 22（2040）年を見据

えた中長期的な視点を持つものであるとともに、法制度の改正や社会情勢等の状況の変化に

応じて随時見直し・改善を図ることができるものとします。 
 
令和 

６年度 

（2024） 

令和 

７年度 

（2025） 

令和 

８年度 

（2026） 

令和 

９年度 

（2027） 

令和 

10年度 

（2028） 

令和 

11年度 

（2029） 

令和 

12年度 

（2030） 

令和 

13年度 

（2031） 

令和 

14年度 

（2032） 

         

【国】 

・国の基本指針 

・各種通知 

・認知症施策推進大綱 

【埼玉県】 

・埼玉県高齢者支援計画 

・埼玉県地域保健医療計画 

 

 

第 10期富士見市 

高齢者保健福祉計画 

・富士見市健康増進計画･食育推進計

画・歯科口腔保健推進計画 

・富士見市障がい者支援計画 

（富士見市障がい者計画、富士見市障

がい福祉計画、富士見市障がい児福

祉計画） 

・その他、各課の事業 

整合・調和・連携 

整合 

第９期計画 

2024～2026 

第 11期計画 

2030～2032 

 

第 10 期計画 

2027～2029 

＜令和 22（2040）年までの見通し＞ 

富士見市 

第６次基本構想・第２期基本計画 

第４次富士見市地域福祉計画 
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３．計画の策定体制  

（１） 富士見市介護保険事業推進委員会等による検討 

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、地域の実情に応じ

たものとすることが求められるため、保健・医療・福祉関係者等によって構成する「富士見市

介護保険事業推進委員会」を設置しています。 

本計画の策定にあたって、「富士見市介護保険事業推進委員会」において、各種施策等の計

画内容を協議・検討し、意見や要望の集約を図ります。 

また、本計画は高齢者の生活全体に多方面から関わる計画であるため、庁内に「高齢者保健

福祉計画検討委員会」を設置し、関係各課との検討・協議を重ねます。 

（２） 計画策定への市民参加 

本計画の策定にあたって、高齢者やその介護者の実態や課題、意見や要望等を把握するため

に、一般高齢者を対象とした「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」（以下「ニーズ調査」と

いう。）及び在宅の要支援・要介護認定者を対象とした「在宅介護実態調査」、介護サービス事

業所（施設）を対象とした「居宅介護支援に関する調査」「介護保険施設等の入退所状況に関

する調査」「介護人材確保に関する調査」を実施し、計画策定の基礎資料としました。 

（３） パブリックコメントの実施 

より多くの市民の意見を反映させるため、富士見市自治基本条例第 13 条により、令和８年

12 月●日から令和９年１月●日までパブリックコメントの実施を予定します。  
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４．計画の進捗管理  

計画に基づく施策を総合的・計画的に推進し、実効性を確保するには、計画の進行状況の定

期的なフォローアップが必要です。第 10 期計画を推進する関係課が中心となり、施策の計画

目標を基に、毎年の進捗状況を庁内で点検し、課題の整理や改善への取組みを行います。その

結果を基に、ＰＤＣＡサイクルでより効率的、かつ効果的な施策の推進を目指していきます。 

計画の進行管理や進捗状況の評価・点検については、定期的に開催している「富士見市介護

保険事業推進委員会」において行うとともに、平成 30 年度から創設された保険者機能強化推

進交付金の評価指標も活用し、関係各課で事業実施の管理を行い、サービス利用状況や給付実

績等を定期的に確認し、進捗状況を把握できるようにします。 

具体的には、計画の重点事項に係る施策・事業について、毎年度、それぞれの取組み状況に

応じてアウトプット評価を実施するとともに、施策・事業を推進した結果については、計画期

間終了時に、高齢者や地域等に対し、どのような効果・成果があったかという観点から指標に

基づいて評価し、アウトカム評価で行います。 

３年ごとの見直し時点で、アンケート調査を実施するとともに、市民や関係者等を含め関係

分野から意見聴取し、幅広い視点の評価を行います。 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 

１．高齢者の状況と今後の状況  

（１）年齢３区分別人口の推移 

本市の総人口は、年々増加しており、令和８年は 113,955人となっています。 

高齢者人口は微減傾向にありますが、生産年齢人口は増加傾向にあるため、高齢化率はほぼ

横ばいで推移しています。 

将来推計をみると、総人口は令和７年をピークに、令和 22（2040）年には 108,894 人にな

ると想定しています。高齢化率については、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22（2040）

年には、29.8％となると推計されており、大幅に増加する見込みとなっています。 

図表 年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（各年９月 30 日現在）、ただし令和８年は直近の３月末日現在 
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８～10月頃に推計値を検討予定 
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（２）前期高齢者、後期高齢者の推移 

本市の高齢者人口の内訳をみると、前期高齢者人口（65〜74 歳）は年々減少し、令和８年

には 10,130人となっています。一方、後期高齢者人口（75歳以上）は年々増加し、令和８年

に 16,935人と、後期高齢者数が前期高齢者数を上回る状況が続いています。 

総人口に対する前期高齢者化率と後期高齢者化率をみると、年々後期高齢者化率が高くな

っており、令和７（2025）年の後期高齢化率は 14.5％になると予想されています。 

なお、令和 22（2040）年では、再び前期高齢者が、後期高齢者を上回ることが予測されてい

ます。 

図表 前期高齢者、後期高齢者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（各年９月 30 日現在）、ただし令和８年は直近の３月末日現在 
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（３）第１号被保険者の推移 

本市の第１号被保険者数については、横ばいで推移していますが、前期高齢者数が減少し、

後期高齢者数は増加傾向で推移しています。なお、令和 22（2040）年では、再び前期高齢者

が、後期高齢者を上回ることが予測されています。 

 

図表 第１号被保険者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（各年９月 30 日現在）、ただし令和８年は直近の令和７年 12 月末日現在 
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（４）要支援・要介護認定者と認定率の推移 

本市の要支援・要介護認定者数は年々増加しており、令和８年には 5,516 人となっており、

介護度別でみると、令和６年から令和８年にかけて要介護１・要介護３の伸びが大きくなって

います。要支援・要介護認定者は、今後も増加していく見込みで、令和 22（2040）年で 5,869

人となると見込まれています。 

要支援・要介護の認定率は、全国平均と比べて低くなっているものの、埼玉県内の保険者の

平均と比べると高い水準で推移しています。 

図表 要支援・要介護認定者と認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告月報(各年９月 30 日現在) 、ただし令和８年は直近の令和７年 12 月末現在 ※２号含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：全国、埼玉県は地域包括ケア「見える化システム」、 

富士見市は介護保険事業状況報告(各年９月 30 日現在) 、ただし令和８年は直近の令和７年 12 月末現在 ※２号含む  
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（５）認知症の方の状況 

認知症（日常生活自立度Ⅱa以上）の人の推移をみると、令和５年までは年々増加し、令和

５年で 2,618人となっています。 

令和５年における認知症の方のうち、40～64歳の人の割合は 1.8％、65～74歳は 6.1％、75

歳以上が 92.1％を占めています。 

今後、75 歳以上の後期高齢者の増加が続くと予測されるなか、認知症の方も増えていくこ

とが考えられます。 

図表 認知症の方の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績は介護認定審査会資料における日常生活自立度Ⅱa 以上の数値（各年９月 30 日現在） 

令和６年以降は要支援・要介護認定者の推計に令和５年度の日常生活自立度Ⅱa 以上の割合を乗じて算出した集計 

  

 

更新予定 



15 

（６）各数値一覧 

① 年齢３区分別人口の推移 

項目 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年  令和22年 

年少人口(0～14 歳) 

(人) 
13,502 13,302 13,236      

生産年齢人口 

(15～64 歳) (人) 
72,719 73,255 73,654      

高齢者人口(65 歳以上) 

(人) 
27,166 27,058 27,065      

総人口（人） 113,387 113,615 113,955      

高齢化率 24.0% 23.8% 23.8%      

資料：住民基本台帳人口（各年９月 30 日現在）、ただし令和８年は直近の３月末日現在 

 

② 前期高齢者、後期高齢者の推移 

項目 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年  令和22年 

前期高齢者人口 

(65～74 歳)（人） 
10,663 10,298 10,130      

後期高齢者人口 

(75 歳以上）（人） 
16,503 16,760 16,935      

合計（人） 27,166 27,058 27,065      

資料：住民基本台帳人口（各年９月 30 日現在）、ただし令和８年は直近の３月末日現在 

 

③ 第１号被保険者の推移 

項目 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年  令和22年 

第１号被保険者 

前期高齢者人口 

(65～74 歳)（人） 

10,667 10,310 10,181      

第１号被保険者 

後期高齢者人口 

(75 歳以上）（人） 

16,546 16,820 16,964      

合計（人） 27,213 27,130 27,145      

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（各年９月 30 日現在）、ただし令和８年は直近の令和７年 12 月末日現在 
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④ 要支援・要介護認定者の推移 

項目 
令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 

総数 第１号 第２号 総数 第１号 第２号 総数 第１号 第２号 総数 第１号 第２号 

要支援１(人) 540  532  8  539  533  6  524  518  6     

要支援２(人) 637  627  10  688  670  18  682  666  16     

要介護１(人) 1,248  1,215  33  1,267  1,237  30  1,317  1,286  31     

要介護２(人) 966  936  30  976  944  32  1,019  991  28     

要介護３(人) 813  794  19  869  844  25  878  852  26     

要介護４(人) 640  626  14  670  656  14  680  665  15     

要介護５(人) 422  405  17  429  411  18  416  398  18     

合計(人) 5,266  5,135  131  5,438  5,295  143  5,516  5,376  140     

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告月報(各年９月 30 日現在) 、ただし令和８年は直近の令和７年 12 月末現在 

 

⑤ 認知症の方の状況 

項目 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年  令和22年 

日常生活自立度Ⅱa  

以上（人） 
14,133 13,703 13,186 12,774  12,343  11,923   13,086  

資料：実績は介護認定審査会資料における日常生活自立度Ⅱa 以上の数値（各年９月 30 日現在） 

令和６年以降は要支援・要介護認定者の推計に令和５年度の日常生活自立度Ⅱa 以上の割合を乗じて算出した集計 

  

項目 
令和10年 令和11年  令和22年 

総数 第１号 第２号 総数 第１号 第２号  総数 第１号 第２号 

要支援１(人)           

要支援２(人)           

要介護１(人)           

要介護２(人)           

要介護３(人)           

要介護４(人)           

要介護５(人)           

合計(人)           
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（７）高齢者世帯数の推移 

国勢調査に基づく高齢者世帯の状況では、一般世帯の増加とともに、65 歳以上の高齢者が

いる世帯数も増加しています。もっとも、一般世帯数に占める高齢者がいる世帯の割合は、令

和２年で 35.0％と平成 27 年よりも低くなっています。 

また、高齢者世帯の中でも、高齢者単独世帯の割合が増加しています。 

 

図表 高齢者世帯数の推移 

 
資料：国勢調査 

  

国勢調査（R７年度）公表され次第
更新予定 
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（８）高齢者の就業状況 

本市の 15歳以上の就業人口は平成 12年をピークに、その後は減少しています。その中で高

齢者の占める割合は年々増加し、令和２年では 13.2％と、埼玉県と同程度になっています。

65 歳から 70歳未満の男性の２人に１人以上が就業しており、70歳から 75歳未満の男性も 10

人に４人以上が就業しています。 

 

図表 高齢者の就業状況 

 
資料：国勢調査 

 

図表 年齢別の就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年国勢調査 

 

 

 

 

 

国勢調査（R７年度）公表され次第
更新予定 
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高齢者の産業分類別の就業状況では、特にサービス業の割合が高く、2.6人に１人がサービ

ス業に就業しています。 

 

図表 産業分類別就業者数 

 
資料：国勢調査 
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２．高齢者等実態調査結果からみた現状  

（１）調査の概要 

① 調査の目的 

「第 10 期富士見市高齢者保健福祉計画」を策定するにあたり、住民の高齢社会についての

意識・生活状況、介護予防及び介護に対する考え方、保健・医療・福祉サービスの利用実態、

介護者の介護実態や事業所における実態、今後の意向等を調査し、地域の抱える課題や今後の

計画策定の基礎資料を得ることを目的に実施しました。 

② 調査対象者・期間・方法 

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

対象者 
65 歳以上の方で、要介護認定を受けていない方や、事業対象者、要支援１・２の

認定を受けている方（無作為抽出） 

期間 令和７年 11 月 12 日～令和７年 12 月５日 

方法 郵送配付・郵送回収及びインターネット（web）回答 

・在宅介護実態調査 

対象者 在宅で生活しながら要介護（要支援）認定を受けている方（無作為抽出） 

期間 令和７年 11 月 12 日～令和７年 12 月５日 

方法 郵送配付・郵送回収及びインターネット（web）回答 

・居宅介護支援に関する調査 

対象者 居宅介護支援事業所・小規模多機能型居宅介護支援事業所 

期間 令和７年 12 月 10 日～令和８年１月 10 日 

方法 電子メールによる 配付 ・回収 

・介護保険施設等の入退所状況に関する調査 

対象者 介護保険施設・居住系サービス事業所 

期間 令和７年 12 月 10 日～令和８年１月 10 日 

方法 電子メールによる 配付 ・回収 

・介護人材確保に関する調査 

対象者 介護保険サービス事業所を運営する法人（事業所） 

期間 令和７年 12 月 10 日～令和８年１月 10 日 

方法 電子メールによる 配付 ・回収 
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③ 回収状況 

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

調査名 配布数 有効回収数 有効回収率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 5,000 通 
3,067 通 

(郵送 2,758 通) 

(web 309 通) 

61.3％ 

・在宅介護実態調査 

調査名 配布数 有効回収数 有効回収率 

在宅介護実態調査 2,100 通 
1,126 通 

(郵送 993 通) 

(web 133 通) 

53.6％ 

・居宅介護支援に関する調査 

調査名 配布数 有効回収数 有効回収率 

居宅介護支援に関する調査 ― 18 事業所 ― 

・介護保険施設等の入退所状況に関する調査 

調査名 配布数 有効回収数 有効回収率 

介護保険施設等の入退所状況に関する調査 ― 21 事業所 ― 

・介護人材確保に関する調査 

調査名 配布数 有効回収数 有効回収率 

介護サービス事業所 介護人材確保に関する調査票 

事業所票（施設系・通所系） 
― 43 事業所 ― 

介護サービス事業所 介護人材確保に関する調査票 

事業所票（訪問系） 
― 18 事業所 ― 

介護人材実態調査 職員票（訪問系） ― 85 事業所 ― 
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（２）主な調査の結果 

① 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

要介護状態になる可能性があるリスクについて、圏域別のリスク該当者割合を、市全体を

100 として標準化し、レーダーチャートにして図示しました。圏域別にみると、市全体を上回

るリスク項目やその傾向に地域差がみられます。要介護状態になる前の段階から、特に前期高

齢者を含めた早期の介護予防に取り組むとともに、圏域ごとのリスク傾向を踏まえた効果的

な取組を進めることが重要です。 

 
図表 圏域別リスク項目別指標の比較（市全体を 100 とした場合） 
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市主催の介護予防教室などの参加経験がある人は、約１割に留まっている一方で、参加しや

すくなる条件としては、「自宅で徒歩圏内のところで取り組める活動」が最も高く、「自宅で取

り組める活動」や「友人・知人と一緒に取り組める活動」なども挙げられています。介護予防・

フレイル予防の取組を広げるため、身近な地域や自宅で気軽に取り組める機会を充実させる

とともに、性別・年齢など属性に応じた参加しやすい環境づくりを進める必要があると考えら

れます。 

 
図表 市主催の介護予防教室などの参加経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 介護・フレイル予防や健康づくりの活動に参加しやすくなる条件 
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日常生活圏域ニーズ調査の回答者の家族構成は、「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が

約４割、「１人暮らし」も２割を超えています。一人暮らしの方の、一人暮らしをすることに

対しては『不安』は約６割と、特に要支援認定者・事業対象者では「とても不安である」が高

くなっています。今後、一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の増加が見込まれる中で、住み慣

れた地域で安心して暮らし続けられるよう、見守りや相談支援、日常生活を支える地域の支援

体制の充実を図ることが求められています。 

 

図表 一人暮らしに対する不安の有無 
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認知症に関する知識では、「早く対応・治療することで、進行を遅らせたり、症状を改善す

ることができる」「正しい生活習慣や脳の活性化が予防につながる」がいずれも７割台と高く、

早期対応や予防に関する理解は一定程度広がっていることがうかがえます。一方で、認知症相

談窓口を知っている人は約２割にとどまり、前回調査からも大きな変化はみられないことか

ら、正しい知識を実際の相談・支援につなげられるよう、相談窓口の周知や、症状への理解と

適切な対応に関する啓発をさらに進めていくことが重要です。 

 
図表 認知症に関することで知っている内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 認知症に関する相談窓口を知っているか 
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脳を活性化させることなどが認知症の予防につながる

若くして認知症を発症する人がいる

物を盗られる妄想や徘徊などの認知症の症状は、

周囲の理解と適切な対応で和らげることができる

2025年には認知症の人の数が

全国で700万人を超えると推計されている

上記すべてについて知らなかった

無回答
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5.8
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② 在宅介護実態調査 

今後の在宅生活の継続に必要な支援・サービスとして、具体的な支援としては「災害時の手

助け」が２割台半ば、「外出同行」や「外出時の送迎」が２割弱となっています。また、一人

暮らし世帯では掃除、見守り、ゴミ出し、布団干しなどの日常生活支援のニーズが高くなって

いることから、在宅生活の継続に向け、災害時支援や移動支援に加え、世帯状況に応じた生活

支援を確保していくことが求められています。 

 

図表 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「*」は非聴取項目 

※前回調査とは選択肢の分類が異なるため参考値として掲載 

  

災害時の手助け

外出同行（通院、散歩など）

外出時の送迎

掃除（片付け）

買物代行

安否の確認（見守り、声かけ）

話し相手・相談

調理（食事の準備）

ゴミ出し

布団干し

洗濯

配食の手伝い

サロンなど、通いの場のサポート

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

その他

特にない

無回答

24.1 

18.5 

17.9 

12.8 

12.8 

11.5 

10.4 

9.9 

9.9 

8.1 
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*

*
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16.1 

*

14.8 

*

*

*

10.4 

*

12.2 

23.5 

*

*

16.8 

24.1 

16.2 

14.9 

3.2 

24.8 

12.6 

0 10 20 30 40

今回(10期) 回答者数 (1,126)  

前回(9期) 回答者数 (1,218)  

(%)
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主な介護者が不安に感じる介護は、「認知症状への対応」が約３割で最も高く、前回調査か

らも大きく上昇しているほか、「外出の付き添い、送迎等」も２割台半ばとなっています。ま

た、要介護３以上では日中・夜間の排泄への不安が高く、介護度の上昇に伴い身体的な介護負

担も大きくなっています。家族介護者の負担軽減と在宅生活の継続に向け、認知症への対応方

法に関する相談・情報提供を充実させるとともに、外出支援や排泄介助など、介護の内容や重

度化に応じた支援につなげていく必要があると考えられます。 

 

図表 主な介護者が不安に感じる介護 
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③ 居宅介護支援に関する調査 

現在のサービス利用では生活の維持が難しくなっている理由として、「認知症の症状の悪化

が７割半ばで突出して高くなっており、認知症の進行が在宅生活の継続に大きく影響してい

ることがうかがえます。また、充実が必要な生活支援では「安否の確認」「外出同行」などが

多く挙げら、認知症の人の状態変化に早期に対応できる支援体制を整えるとともに、見守りや

外出支援など、在宅生活を支える地域の生活支援を充実させていくことが必要です。 

 
図表 現在のサービス利用では生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態等に属するもの） 

 
 

図表 本人の生活の維持等のために充実が必要な生活支援 
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④ 介護保険施設等の入退所状況に関する調査 

施設等における運営上の課題は、「専門職員の確保が難しい」が７割台で最も高く、「職員の

教育が十分にできない」も４割弱と、人材の確保・育成が大きな課題となっています。介護ニ

ーズの重度化や多様化に対応できる施設サービスを安定的に提供するため、専門職員の確保・

定着や職員教育の充実に取り組むことが求められています。 

 
図表 施設等における運営上の課題 
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⑤ 介護人材確保に関する調査 

職員の状況について、過去１年間の採用者数と離職者数をみると、採用者数が離職者数をや

や上回っているという現状です。また、採用や人材定着に関する課題としては、「賃金・処遇

面で他業種・事業所等より競争力が弱い」「研修体制に関する課題」「応募者が少なく採用が困

難」などとなっています。このため、高齢者人口が増加し、現役世代が減少してくる中で、高

齢介護を支える介護人材の確保及び定着への取組の重要性が推察されます。 

 
図表 過去１年間の介護職員の採用者数と離職者数 

回答事業所数= 62件 

採用者数 常勤職員 
非常勤 

職員 

合計 98 人 159 人 

平均 1.6 人 2.6 人 

 
図表 採用や人材定着に関する課題 

回答施設等数= 34件 

区分 件数 

賃金・処遇面で他業種・事業所等より競争力が弱い 13 件 

研修体制に関する課題 8 件 

応募者が少なく採用が困難 6 件 

その他 3 件 

 

  

離職者数 常勤職員 
非常勤 

職員 

合計 86 人 121 人 

平均 1.4 人 2.0 人 
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３．第９期計画の評価  

第 10 期高齢者保健福祉計画を策定するにあたり、第９期高齢者保健福祉計画の事業の実施

状況について、関係各課に事業評価シートを用いて調査をし、評価を行いました。 

評価を行った具体的な 112 の施策のうち、９割以上の事業が「Ｂ ほぼ計画どおり事業を実

施できた」という評価になっています。一方、新型コロナウイルス感染症の影響で「Ｃ 事業

を実施できなかった」と評価した事業が１事業ありました。 

第９期高齢者保健福祉計画の基本方針 
評価 

合計 
Ａ Ｂ Ｃ 

１ 健康長寿で生活を送るために ● ● ● ● 

２ 住み慣れた地域で安心・安全な生活を続けるために ● ● ● ● 

３ お互いが支えあい、生きいきと生活を送るために ● ● ● ● 

４ 介護保険事業を継続的に運営していくために ● ● ● ● 

合計 ● ● ● ● 

 

評価基準 

Ａ：計画どおりに事業を実施できた（計画を上回る実績である場合はＡ） 

Ｂ：ほぼ計画通り事業を実施できた 

Ｃ：事業を実施できなかった 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価中。評価完了次第、更新 
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４．第10期計画に向けての課題  

（１）健康寿命の延伸（フレイル予防・介護予防）に向けた取り組み 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査において、市主催の介護予防教室等への参加経験がある

人は約１割に留まっており、介護・フレイル予防や健康づくりの活動に参加しやすくなる条件

としては、「自宅で徒歩圏内のところで取り組める活動」が最も高く、「自宅で取り組める活動」

や「友人・知人と一緒に取り組める活動」なども挙げられています。 

認定者数や後期高齢者の増加予測を踏まえ、介護が必要な状態となることをできる限り予

防し、高齢者が健康で自立した生活を続けられるよう、介護予防・フレイル予防の取組を一層

推進する必要があります。このため、徒歩圏内や自宅で気軽に取り組める活動など、参加しや

すい機会を充実させるとともに、圏域別などの属性別のリスクやニーズを踏まえた効果的な

取組を進めていくことが求められています。 

（２）包括的な相談支援体制と介護サービス提供体制の強化 

在宅介護実態調査において、主な介護者の家族や友人・知人以外の相談相手は「ケアマネジ

ャー等介護関係者」が約７割で最も高い一方、「高齢者あんしん相談センター」は約１割とな

っています。また、在宅生活の継続に必要な支援・サービスとしては、「災害時の手助け」「外

出同行」「外出時の送迎」などが挙げられています。居宅介護支援に関する調査では、現在の

サービス利用では生活の維持が難しくなっている理由として、「認知症の症状の悪化」が特に

高くなっています。さらに、介護保険施設等の入退所状況に関する調査では、施設等における

運営上の課題として「専門職員の確保が難しい」が７割台で最も高く、「職員の教育が十分に

できない」も４割弱と、人材の確保・育成が大きな課題となっています。 

高齢者や家族が抱える課題が複雑化・多様化するなかで、必要な支援に早期につなげること

ができるよう、相談支援体制の周知と機能強化を図る必要があります。また、在宅生活の継続

に向け、生活支援や在宅医療・介護連携の充実を図るとともに、サービス提供体制を支える介

護人材の確保・定着、専門職員の育成を更に進めていくことが求められています。 

（３）地域で安心して暮らせる支援の充実 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査において、家族構成は「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳

以上）」が約４割、「１人暮らし」が約２割で、１人暮らしに対して『不安である』は６割を超

えており、特に要支援認定者・事業対象者では「とても不安である」が高くなっています。ま

た、在宅介護実態調査では、在宅生活の継続に必要な支援として、「災害時の手助け」が最も
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高く、「外出同行」や「外出時の送迎」も上位となっています。１人暮らし世帯では、掃除、

見守り、ゴミ出し、布団干しなど、日常生活を支える支援へのニーズが高くなっています。 

１人暮らし高齢者世帯の増加が見込まれていることから、地域で孤立させないための見守

りや相談支援の充実が今後重要です。あわせて、災害時の手助け、外出・移動支援、家事援助

など、日常生活を支える支援を身近な地域で確保していく必要があります。また、住まいや権

利擁護、終活に関する不安にも対応できるよう、関係機関と連携しながら、本人の状況に応じ

た支援へつなげていくことが求められています。 

（４）高齢者の社会参加促進と家族介護者の負担軽減 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、ボランティアやスポーツ、趣味のグループや町内

会・自治体、収入のある仕事など何かしらの地域活動に「年に数回以上参加している」人は６

割半ばで一定数みられ、今後の参加意向がある方は５割強となっています。在宅介護実態調査

では、主な介護者が不安に感じる介護として、「認知症状への対応」が約３割で最も高く、前

回調査から大きく上昇しています。また、主な介護者の働き方の調整状況では、労働時間を調

整しながら働いている人が最も高く、仕事と介護の両立に向けた支援として、介護休業・介護

休暇等の制度の充実や経済的支援、柔軟な労働時間などが挙げられています。 

高齢者の社会参加や生きがいづくりを促進するため、関心のある人が継続的に参加できる

機会や、参加意向のある人を実際の活動につなげる仕組みづくりが必要です。また、家族介護

者が抱える認知症状への対応不安や、仕事と介護の両立に伴う負担を軽減できるよう、相談支

援や情報提供、介護者支援の充実を図ることが求められています。 

（５）認知症施策の推進 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、認知症に関する知識として、「早く対応・治療す

ることで、進行を遅らせたり、症状を改善することができる」ことや、「正しい生活習慣や脳

の活性化が予防につながる」ことへの認知は７割台となっています。一方で、認知症相談窓口

を知っている人は２割台にとどまり、前回調査と比べても大きな変化はみられません。また、

在宅介護実態調査では、本人が抱えている傷病として「認知症（軽度含む）」が最も高く、主

な介護者が不安に感じる介護でも「認知症状への対応」が最も高くなっています。 

認知症高齢者数の増加が見込まれる中で、認知症に関する理解を、早期相談や適切な支援に

つなげていくことが重要です。このため、相談窓口の周知を強化するとともに、早期発見・早

期対応、医療・介護サービスとの連携、家族介護者への支援を充実させる必要があります。ま

た、認知症の人が地域の中で安心して暮らし続けられるよう、本人の意思や社会参加にも配慮
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した支援を進めていくことが求められています。 

（６）介護保険事業を継続的な運営 

在宅介護実態調査において、要介護認定者のうち（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）

介護保険サービスを利用していない理由として、「現状、サービスを利用するほどの状態では

ない」が約５割で最も高く、「本人にサービス利用の希望がない」も２割台となっています。

また、施設等への入所・入居を希望する理由は、「施設に入所・入居した方が安心だから」が

最も高く、「家族に介護負担をかけたくないから」「心身の状況から家での介護が困難だから」

なども挙げられています。主な介護者が不安に感じる介護では、「認知症状への対応」「外出の

付き添い、送迎等」「夜間の排泄」「日中の排泄」が上位となっています。さらに、介護保険施

設等の入退所状況に関する調査では、施設等における運営上の課題として、専門職員の確保や

職員教育が高くなっています。 

必要な人が適切に介護保険サービスを利用できるよう、制度やサービスに関する情報提供

を充実させる必要があります。また、認定者数や後期高齢者の増加を見込みながら、在宅生活

の継続を基本としつつ、認知症や排泄介助等に伴う家族介護者の負担、施設入所ニーズにも対

応できるよう、介護サービス基盤の確保と人材の確保・育成を計画的に進めていくことが求め

られています。 

 


